
○ 平成25年11月末をもって、旧公益法人（特例民法法人）の５年間の移行期間が満了しました。 

 ① 平成20年12月から５年間の移行期間中に、計20,736の旧公益法人が新制度への移行を申請し、 

 ② その44％に当たる9,054法人が新公益法人への移行申請でした（内閣府に2,172法人、都道府県に6,882法人） 。  

 ③ 移行申請した法人のうち、寄附優遇税制の対象となる法人※１数は、公益法人制度改革前の862法人※２ 

    （全公益法人の約3.5％）から、9,054法人（移行申請を行った法人の44％）へと１０倍以上に増加します。 

  ※１ 税法上の「特定公益増進法人」（特増）。新制度では、公益認定法に基づく認定を受けた全公益法人が寄付優遇税制の対象 

   ※２ 平成20年４月時点  

公益法人制度改革における移行期間の満了について（速報） 

旧公益法人制度 新公益法人制度 
計24,317法人 移行申請 計20,736法人 

 ※ 速報暫定値につき、修正があり得る。 

862法人 うち特増 （3.5%） 公益  9,054法人 (44%)＝特増 

２４，３１７※１ 

国所管（各省庁） 都道府県所管 

６，６２５（２７％） 

制度施行時特例民法法人数 
（平成２０年１２月１日） 

１７，８１８（７３％） 

９，０５４（３７％） 

公益法人への移行認定 解散・合併等 

１１，６８２（４８％） 

一般法人への移行認可 

３，５８１ 
（１５％） 

２０，７３６※２ 移行申請法人数 

移行の概況 

※２ 取下げ件数を除く。 

※１ 共管重複分があるため、国所管と都 
  道府県所管の計は総数と一致しない。 

平成25年12月10日 



公益法人 一般法人 

４００ １，１３６ 

公益法人 一般法人 合計 

内閣府 ２，０５０ ２，００４ ４，０５４ 

都道府県 ６，２９７ ７，５２５ １３，８２２ 

合計 ８，３４７ ９，５２９ １７，８７６ 

 
○認定後は税制優遇を受ける公益法人として公
益活動を実施 

○寄附優遇の対象となる法人数は、制度改革前
に比べて約10倍に増加 

 

○合併の場合、合併先の法人に公益
活動を引き継いで実施 

○解散の場合、他の公益性の高い法
人に財産が譲与され、公益目的に
使用 

○解散・合併等３，５８１のうち、みな
し解散は４２６法人※（制度施行時
特例民法法人数の１．７％） 

 

 

移行申請・審査の状況概要（速報値）  

内閣府へ ２，１７２（２４％） 

都道府県へ ６，８８２（７６％） 

 審査中  １，５３６   

※ 移行期間内に移行申請が行われなかったため、
法律上、解散したものとみなされた法人の数 

公益法人へ 
９，０５４（４４％） 

一般法人へ 
１１，６８２（５６％） 

解散・合併等 
３，５８１ 

 
○認可後は公益目的の財産を費消するまで引き
続き公益活動を実施することを法的に担保 

  （公益目的支出計画） 

 
内閣府へ ２，３２２（２０％） 

都道府県へ ９，３６０（８０％） 

４，４９４(２２％) 

内閣府 

都道府県 

１６，２４２(７８％) 

行政庁区分別 
申請法人数 

 答申済 １９，２００（移行申請２０，７３６の９３％） 

移行審査の状況（平成２５年１１月３０日時点） 

 処分済 １７，８７６（同８６％） 

移行申請 
２０，７３６

（１００％） 

※答申済とは、内閣府又は都道府県の合議制機関による認定又は認可の答申が出されたもの。 
 

移行が認められない場合
はみなし解散に 

※上記とは別に、一般法人から新規に公益認定処分を受けた法人数は273 

 公益法人への移行認定申請  一般法人への移行認可申請  

※（ ）内は、移行申請法人数20,736に対する割合。不認定相当の答申・処分件数を除く。 

国所管 ７１ 

都道府県所管 ３５５ 

合計 ４２６ 



  

〇「公益性」の認定 

 ＝申請に基づき、民間有識者が審査 〇「公益法人」の設立 

  

公益社団法人・公益財団法人 

一般社団法人・一般財団法人 

民法上の社団法人・財団法人 

〇「一般法人」の設立 

 ・準則主義 登記のみで法人格取得 

公益認定申請 

分離 

・各主務官庁の自由裁量 

旧公益法人は選択 
→移行 

 これまでの民法上の社団法人・財団法人は、平成２０年１２月の制度施行から５年の移行期間（平成２５
年１１月末まで）内に新たな公益社団・財団法人又は一般社団・財団法人に移行の申請を行う必要があり、
申請がない場合は解散したものとみなされることとされました。 

〇公益性の判断 

法人格付与 
＝各主務官庁の許可制による      

（参考）公益法人制度改革について  

○ 旧公益法人制度では、 
①主務官庁制のため法人の新規設立が困難であり、「公益性」の判断も不明確である 
②営利法人類似の法人など、本来公益とは言い難い法人が混在している 
などの問題点が指摘されていました。 

○ このような指摘を受け、また多様化する社会のニーズに対応するため、明治31年の民法施行以来110年
ぶりに、主務官庁制を廃止し、法人の設立と公益性の判断を分離する大改革＝「公益法人制度改革」が行
われました。 

○ これにより、法人格（一般法人）が登記のみで取得可能になるとともに、公益性については、明確な法定
基準の下で民間有識者が審査して、行政庁（内閣総理大臣・都道府県知事）が認定する仕組みになり、法
人の自主的・自律的な運営が可能になりました。 
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